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28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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地域コミュニティの活性化とみんなで取り組むまちづくり

持続可能な行財政運営と市民協働の推進
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内線

地域福祉計画推進事業

部局名

１　本計画に定める各事業の実施および関係各課、関係機関への働きかけ
（主な事業）
・災害時要援護者の支援（「おおむら災害時助け合いプラン」に基づく、対象者の台帳登録・町内会（自主防災組
織）との情報共有協定締結や福祉介護避難所開設に向けた取組みなど）
・地域福祉活動計画に基づく小学校区単位の地区福祉活動を社協と共に支援する。
・地域福祉活動の担い手づくりの推進
２　地域福祉計画推進委員会の開催による計画の進捗状況の把握と評価、および推進方法の検討
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地域コミュニティの活性化

1

担当者名

款

一般福祉対策事業事務費等

本市が平成23年3月に策定した「おおむら支え合いプラン」（大村市地域福祉計画）に定める各事業に、住民、行
政、社会福祉協議会、福祉事業者、ボランティアなど、あらゆる立場の人々の参画を促し、「地域における新たな
支え合いの仕組みづくり」「誰もが安心してくらせる地域づくり」を進める。あわせて、地域福祉計画推進委員会を
定期的に開催し、本計画の着実な推進を図る。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

本計画の進捗管理を継続して行うため、地域福祉計画推進委員会の開催は必要である。また、平成19年度に始まった災害時
要援護者支援の取組みを今後も継続していくための必要最低限の経費であり、削減の余地はない。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

・地域福祉計画の取組状況について庁内関係課及び社会福祉協議会に対して調査し、年2回の推進
委員会を開催、事業の評価を行った。
・平成２７年度から地区福祉活動を推進するために、活動の中心となる社会福祉協議会職員を新たに採
用し、地区社協の活動計画作成を進めた。
・災害対策基本法の改正にともない、避難行動要支援者名簿の作成が自治体に義務付けられたことを
受け、新たに名簿を作成した。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

・地域福祉活動計画の実施に向けて、社会福祉協議会と連携し、地域の福祉活動の協力支援を行う。
・各課取組事業について状況確認をしながら、社会制度に応じた地域福祉計画の見直しを計画する。
・関係課と避難行動要支援者の支援について、今後の方針を検討していく。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

・本市の地域福祉計画及び社会福祉協議会の地域福祉活動を着実に実行していくことが期待できる。
・地域における避難行動要支援者に対する支援の拡充を図ることができる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

やや低い

低い高い

・本計画には、市の各課が所管する事業や社会福祉協議会の事業が盛り込まれているものの、市役所
全体および社会福祉協議会の推進体制が不十分なところがある。
・避難行動要支援者名簿の平常時における支援者に対しての情報提供のためには、同意が必要とされ
ており、同意取得に向けての制度設計と情報を所有する関係課との連携が必要である。

高い やや高い 低い

低い

該当なし

やや高い

低い

該当なし

該当なし

該当なし

No.2


